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防災訓練の結果の概要（個別訓練①） 
 

１．訓練の目的 

本訓練は、「再処理事業所 再処理事業部 原子力事業者防災業務計画」（以下、「防災業

務計画」という。）および「再処理事業部 非常時等の措置に係る中長期訓練計画」（以下、

「中長期訓練計画」という。）に基づき、再処理施設、廃棄物管理施設が発災した場合を想定

し、原子力防災訓練（重大事故訓練を含む）個別訓練（事業部訓練）として実施した。 

また、本訓練は、実際の事故対応に近い状況下での組織対応能力を確認するため、全ての訓

練参加者に対し、シナリオ非提示として実施した。訓練評価は社内評価者により実施し、訓練

終了後、反省会にて訓練の振り返りを実施した。 

 

本訓練の目的は、中長期訓練計画に基づき、対策組織機能班レベルの対応能力の向上をねら

いとするほか、重大事故対応の要員の知識、技術の習得、向上を図ることであり、以下を達成

目標とした。 

（１）対策本部における情報共有ができること。 

ａ．事業部対策本部内で適切な情報共有ができること。 

（２）通報文作成ができること。 

ａ．適切な通報（時間、内容確認）ができること。 

（３）前回訓練等における反省事項に対する対策の有効性が確認できること。

（４）重大事故対応（蒸発乾固、水素爆発、燃料損傷およびその他漏えい）の知識・技術の習

得、向上ができること。 

 

２．実施日時および対象施設 

（１）実施日時 

２０１８年８月３０日（木）１３：００～１６：２０（反省会を含む。） 

＜気象条件※1＞天候：雨 気温：２３.０℃ 風速：２．７ｍ／ｓ 風向：南南西 
※１：天候、気温は同日１３：００における再処理事業部における気象観測データ。 

（２）対象施設 

再処理施設構内、再処理事務所西棟（緊急時対策所） 

 

３．実施体制、評価体制および参加人数 

（１）実施体制 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１－２ 

全社対策本部 

（模擬） 
 

・事務本館 

・青森地域共生本社 

・東京支社 

再処理事業部 

対策本部 

（支援組織） 

【原子力防災管理者】 

（再処理事務所西棟） 

社外関係機関 

（国※１、県、村等） 

 

（六ヶ所村への通報・ 

連絡は実働で訓練を実施

し、他は社内で模擬。） 

濃縮事業部、埋設事業部 

 (模擬) 

通報・連絡 

通報・連絡 

情報連絡 
支 援 

  ：今回訓練実動範囲 

   ：今回訓練模擬範囲 

再処理事業部 

対策本部 

当直員 

（実施組織） 

（再処理施設構内） 

情報連絡 

※１：本訓練では、原子力規制庁

の緊急時対応センター（以

下、「ＥＲＣ」という。）

との接続対応は実施して

いない。 

支援 
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（２）評価体制 

ａ．再処理事業部対策本部では、緊急時対策所および各現場に社内評価者を配置し、チェッ

クシートを用いて事業部対策本部および各現場の活動状況を評価し、改善点の抽出を行

った。また、訓練終了後に事業部全体で反省会、各班での自己評価を行い、改善点の抽

出を行った。 

 

（３）参加人数 

再処理事業部対策本部 訓練参加者：３５２名（訓練コントローラー１０名を含む。） 

評  価  者：  ７名 

 

４. 防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

平日日中、青森県沖を震源とする地震の発生により、全交流電源が喪失したことを起因とす

る原子力災害の発生を想定した。 

なお、訓練参加者に対しては、事象発生日時および訓練開始時のプラント状態・気象条件だ

けを事前情報として付与し、「シナリオ非提示型」で実施した。 

また、訓練コントローラーは、訓練中に訓練参加者へ状況付与カードの提示や資料配布等を

行い、シナリオ進行に必要な条件付与を行った。 

 

（１）施設運転状況設定 

 ａ．再処理施設         ：高レベル廃液ガラス固化建屋以外は使用済燃料処理運

転停止中 

ｂ．高レベル廃液ガラス固化建屋：ガラス溶融炉Ａでガラス固化体製造のため、加熱、廃

液供給を実施中 

ｃ．廃棄物管理施設            ：ガラス固化体の貯蔵管理状態の監視中 

 

（２）原子力災害の概要 

青森県沖を震源とする地震が平日昼間に発生し、制御建屋中央制御室においても震度６強

（３００ｇａｌ）を観測するとともに、外部電源が喪失（全ての交流母線からの電気の供給

が停止）した。構内のＰＨＳ回線、ＦＡＸ回線は、個別の無停電電源装置により一時的に機

能が維持された。 

再処理施設では高レベル廃液ガラス固化建屋以外の主要な工程が停止中であったが、高レ

ベル廃液ガラス固化建屋ではガラス溶融炉Ａでガラス固化体製造のため、加熱、廃液供給が

行われており、外部電源の喪失に伴い、ガラス溶融炉Ａの加熱、廃液供給が自動停止した。 

 

使用済燃料受入れ・貯蔵施設（以下、「Ｆ施設」という。）では、外部電源に代わり交流

動力電力を供給する第１非常用ディーゼル発電機が全て自動起動しなかった。これによりＦ

施設は全交流電源喪失となり、冷却機能を喪失し、燃料仮置きピット、燃料貯蔵プールおよ

び燃料送出しピット（以下、「燃料貯蔵プール等」という。）の水の温度が上昇し始めた。

また、Ｆ施設の非常用無停電交流電源および非常用直流電源についても地震とともに機能を

喪失したことにより燃料貯蔵プール等の水位、温度等の監視機能を喪失した。 

再処理施設本体では、外部電源に代わり交流動力電力を供給する第２非常用ディーゼル発

電機、運転予備用ディーゼル発電機が全て自動起動しなかった。これにより、再処理施設本

体の安全冷却水系のポンプ、安全空気圧縮装置が停止するとともに、高レベル廃液ガラス固

化建屋では換気設備、廃ガス処理設備により固化セルを負圧に保てない状態となり、ガラス

溶融炉の余熱により固化セルの圧力が上昇し始めた。 

緊急時対策所に参集した原子力防災管理者（再処理事業部長）は、大地震の発生および大

津波警報の発令の情報を受け、防災業務計画に基づく警戒事態該当事象（ＡＬその他の脅威）

であることから、警戒態勢を事業所に発令し、事業部対策本部を設置した。 
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再処理施設の全交流電源の喪失から３０分経過し、防災業務計画に基づく警戒事態該当事

象（ＡＬ２５）に至る。 

 

その後、地震に起因したと考えられる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の燃料貯蔵プール水位

低下が発生する。燃料貯蔵プールの水位は、燃料頭頂部水位である３．８ｍに到達し、また

燃料貯蔵プール空間線量率計の線量が上昇したことにより、防災業務計画に基づく全面緊急

事態該当事象（ＧＥ３０）に至る。 

 

５．防災訓練の項目 

個別訓練 

・その他必要と認める訓練 

 

６．防災訓練の内容 

（１）その他必要と認める訓練 

  ①対策組織等の設営訓練 

②重大事故対応の習熟訓練 

   ③その他訓練 

 

７．訓練結果の概要 

  各訓練結果と訓練別評価結果は以下のとおりである。 

（１）その他必要と認める訓練 

 ①対策組織等の設営訓練 

ａ．原子力防災管理者（再処理事業部長）は、震度６強以上の地震の発生および大津波警

報の報告を受け、防災業務計画に基づくＡＬ（その他の脅威）に該当すると判断し、

警戒態勢を発令するとともに、事業部対策本部を立ち上げ、要員の参集を指示した。 

ｂ．本部事務局は、当直にて作成、連絡したＡＬ（その他の脅威）の通報文に関する着信

確認を行い、その後の通報対応を当直から引継いだ。 

ｃ．事業部対策本部長（原子力防災管理者）は、全ての交流母線からの電気の供給が停止

しかつ、その状態が３０分以上継続したことを判断し、ＡＬ２５（全交流電源の喪失）

を宣言し、連絡、着信確認を指示した。 

ｄ．本部事務局は、事業部対策本部の大型表示装置を使用し、蒸発乾固、水素爆発の最短

限界時間、電源状況等のクリティカル情報を常時画面表示し、通報文等のトピックス

情報を中央画面で適宜表示した。 

ｅ．事業部対策本部内に構内のハザード情報を記入する電子ホワイトボード（ハザードマ

ップ）を設置し、ハザード情報の共有を行った。 

ｆ．事業部対策本部長（原子力防災管理者）は、燃料貯蔵プールの水位が急激に低下し、

燃料集合体の頂部まで水位が低下したとの報告を受け、ＧＥ３０（使用済燃料貯蔵槽

の水位の著しい異常（原災法第１５条事象））に該当すると判断し、第２次緊急時態

勢を発令するとともに、通報、着信確認を指示した。 

ｇ．本部事務局は、社外連絡について、事業部対策本部長（原子力防災管理者）の指示に

より、防災業務計画に基づく連絡先（六ヶ所村および社外関係機関（模擬））にＦＡ

Ｘ送信および電話による着信確認を最長１３分で実施した。 

ｈ．本部事務局は、事業部対策本部長（原子力防災管理者）の指示事項を表示装置に表示

し、本部内で確認した。 

ｉ．運転管理班は、班内で役割分担を行い、運転部日勤班に応援要員を派遣した。 

ｊ．運転管理班は、時系列記載のための情報メモを作成し、本部事務局に伝達した。 
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＜評価＞ 

ａ．原子力防災管理者（再処理事業部長）は、防災業務計画に定めるとおりＡＬ（その他

の脅威）を判断し、警戒態勢を発令するとともに、事業部対策本部を立ち上げ、要員

の参集を指示することができた。 

ｂ．本部事務局は、緊急時対策所に参集した本部事務局は、緊急時対策所の立ち上げ前に、

当直側が作成した第１報（警戒事態該当事象発生連絡）に記載された警戒態勢の判断

時刻の確認を行わず経過連絡を作成した。 

［１０．Ｎｏ．１］ 

ｃ．事業部対策本部長（原子力防災管理者）は、防災業務計画に定めるとおりＡＬ２５（全

交流電源の喪失）を宣言し、連絡、着信確認を指示することができた。 

ｄ．本部事務局は、事業部対策本部の大型表示装置を使用し、蒸発乾固、水素爆発の最短

限界時間、電源状況等のクリティカル情報を常時画面表示したが、正面左側の大画面

は４分割で表示されているため、ひとつひとつは画面が小さく良く見えない恐れがあ

る。 

［１０．Ｎｏ．５］ 

ｅ．事業部対策本部内に構内のハザード情報を記入する電子ホワイトボード（ハザードマ

ップ）を設置し、ハザード情報の共有を行ったが、ハザードマップについて最初に状

況を記載した以降、進捗に応じた更新やマップ情報の視覚的に確認できる情報が共有

されず、十分な活用がされなかった。 

［１０．Ｎｏ．３］ 

ｆ．事業部対策本部長（原子力防災管理者）は、防災業務計画に定めるとおりＧＥ３０（使

用済燃料貯蔵槽の水位の著しい異常（原災法第１５条事象））を判断し、第２次緊急

時態勢を発令するとともに、通報、着信確認を指示できた。 

ｇ．本部事務局は、社外連絡について、事業部対策本部長（原子力防災管理者）の指示に

より、防災業務計画に基づく連絡先（六ヶ所村および社外関係機関（模擬））にＦＡ

Ｘ送信を１５分以内に完了し、電話による着信確認を行い良好であった。 

ｈ．本部事務局は、事業部対策本部長（原子力防災管理者）の指示事項を行動規範（ガイ

ドライン）に基づき、表示装置に表示し、本部内で確認できた。 

ｉ．運転管理班は、運転管理班（運転部日勤班）の応援要員を必要以上に派遣する等事象

に応じた効果的な運用ができていなかった。 

［１０．Ｎｏ．２］ 

ｊ．本部内で情報共有するための情報メモについて、運転管理班が作成した情報メモは、

他の班が内容を理解できず、情報共有に支障があった。 

［１０．Ｎｏ．４］ 

ｋ．その他本部活動について 

・ 本部内のマイクを使用した発話、発言方法についてはルール不徹底な面が見られた

ため、本部員の音声が聞き取れない場面があった。 

［１０．Ｎｏ．６］ 

・ 事業部長からの運転管理班へ指示が出た際に、受ける運転管理班長側で誰が受ける

か速やかに返答できなかった場面が見られた。 

［１０．Ｎｏ．７］ 

②重大事故対応の習熟訓練 

ａ．地震発生後、統括当直長は各ブロック当直長に状況報告を口頭指示し、非常用Ｄ／Ｇの

自動起動失敗を確認したことから、重大事故対策の実施組織へ移行を判断し、初動対応

実施のための班編成を実施した。 

ｂ．班編成実施後、第Ｆブロック当直長および第６ブロック当直長は、重大事故の初動対

応班へ初動対応の指示をした。指示を受けた初動対応班は、手順書に基づき対象施設

のアクセスルートの確認を行った。 
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ｃ．使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の使用済燃料の損傷の恐れに関する対策班は、建屋内ホ

ース敷設を実施した。 

ｄ．ガラス固化建屋の放射性物質の漏えいに関する対策班は、固化セル圧力放出系逆止ダ

ンパの状態確認後、ダンパ開放操作を実施し、可搬型固化セル圧力計を設置した。ま

た、異常な水準の放出防止として、高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の隔離弁

および固化セル換気系排風機の入口弁の閉止を実施した。（いずれも模擬作業で実施。） 

ｅ．屋外対応班は、屋外貯水槽から使用済燃料受入れ・貯蔵建屋までを想定した屋外ホー

ス敷設を実施した。 

＜評価＞ 

ａ～ｄ．重大事故の対策班は、手順案に従い、拡大防止対策および異常な水準の放出防止

対策について、それぞれの目標時間に対して全ての事項が時間内に実施できたが、

防護装備（酸素呼吸器）の装着について、訓練参加者の一部にマスクの装着状態

が悪く、酸素の消費量が多くなった者が見られた。 

［１０． Ｎｏ．８］ 

③その他訓練（救護対応） 

ａ．地震後の現場点検において、低レベル廃棄物処理建屋周辺（屋外）で協力会社社員１

名が、足を負傷し歩行不能となった想定のもと、救護班に対し通報連絡を行い、救護

を要請した。 

ｂ．救護要請を受けた救護班は、現場からの負傷者の情報を入手し救護活動を実施した。 

ｃ．本訓練では、昨年度の防災訓練における反省事項を踏まえ、現場から救護班への通報

を行なう際の負傷者の情報を意図的に詳細発信しない様に訓練コントローラー側で状

況付与し、救護班から救護活動に必要な情報を正確に確認できることを確認した。 

＜評価＞ 

ａ～ｃ．救護班は現場からの負傷者の情報を正確に入手し、不足する情報については通報

者に確認し、状況を正確に把握でき、出動時の安全確認を行なった上で迅速に出

動を行った。また現場到着後、傷病者を救急車に乗せ保健管理建屋に問題なく搬

送できた。 

 

８．前回訓練時の要改善事項への取り組み 

  本訓練では２０１７年度総合訓練（２０１８年２月２７日）において抽出した改善点、反

省事項のうち、以下の項目について取り組みを行い、対策の有効性について評価を行った。 

なお、過去の総合訓練（２０１８年２月２７日）における反省事項の№１１については、本

年度の訓練では臨界事故の発生を想定しなかったため、今後、臨界事故を想定した個別訓練（社

内訓練）で実証確認を行う。 

 

№ 2017年度総合訓練において抽出した反省事項 問題点の分析と改善活動内容 

１ 

 

通報文および応急措置の概要報告につい

て、内容に一部誤記や記載漏れがあったこ

とから改善が必要である。 

 

【問題点】 

・通報文および応急措置の概要報告に誤

記や記載漏れがあった。 

【原因】 

・様式の記載事項の定義（事象の発生時

刻と事業部対策本部長（原子力防災管

理者）の判断時刻の違い）について、

様式の具体的な記載例、内容の解説を

示したガイド等が定められていなかっ

た。 

・通報文作成時に記載漏れの有無を確認

する体制や、具体的な確認方法が定め

られていなかった。 
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【対策】 

・様式に対する記載事項の解説、ルール

を定めた｢通報文記載例および通報文

チェック表｣を作成し、事業部対策本部

要員に電子メールで周知を図り、その

後個別訓練を実施した。 

・記載漏れを防止するため、通報文を作

成するチーム内に通報文の作成者２名

とは別にチェックする担当者１名を配

置するチェック体制を構築するととも

に、確認者が通報文チェック表に基づ

いて確認する確認方法とし、事業部対

策本部要員に電子メール等で周知を図

り、その後個別訓練を実施した。 
【対策の評価】 

・通報文および応急措置の概要報告に誤

記や記載漏れがないことを確認した。 

・なお、本項目については、１月２９日

に実施する総合訓練においても、対応

できることを確認する。（継続） 

２ 当初訓練で計画していた、日本原燃緊急医

療チーム（以下、「ＪＥＴ」という。）に

よる救急車での負傷者の搬送について、実

施できなかったことから改善が必要であ

る。 

 

【問題点】 

・負傷者の状態に関するＪＥＴから救護

班への報告の表現が曖昧であったた

め、救護班は「歩行可能」（徒歩で保

健管理建屋まで移動可能）と判断し、

救急車を出動させなかった。 

・現場の訓練コントローラーが、生起し

た状況に対して適切な統制を加えられ

なかった。 
【原因】 

・ＪＥＴが負傷者の状態を報告する際、

負傷者は建屋出口まで徒歩で移動し、

その後歩行不能となった状況について

口頭で「歩行困難」と報告したため、

救護班が「歩行は困難なものの不可能

ではない」と誤解し、救急車の出動を

指示しなかった。 

・現場の訓練コントローラーが予期して

いない状況が生起したため、どのよう

に対応すべきか判断できなかった。 

【対策】 

・負傷者の状況報告においては、曖昧な

表現を用いず、定められた項目に従い

正確な情報伝達を行うよう、ＪＥＴ担

当者に事前教育を実施した。 

・現場の訓練コントローラーが予期せぬ

状況においても、正しい統制を加えら

れるよう、あらかじめ訓練コントロー
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ラーへ簡易シナリオフローを配布し、

シナリオ進行を把握できるようにし

た。また事前ミーティングを行い、シ

ナリオ進行に影響する訓練進行となっ

た際には訓練の全体統括コントローラ

ーに連絡すること等、訓練コントロー

ラー間で状況連絡を行うことを徹底し

た。 

【対策の評価】 

・救護班は現場からの負傷者の情報を定

められた項目に従い正確に入手し、救

護班長に報告できた。 

・本訓練では、訓練コントローラー間で

進捗状況の確認、連絡を行い、問題な

く訓練を実施できた。 

・なお、本項目については、１月２９日

に実施する総合訓練においても、対応

できることを確認する。（継続） 

３ 本部事務局は、行動規範（ガイドライン）

に基づき、事業部対策本部長（原子力防災

管理者）の指示事項に対する各班の進捗状

況を定期的に確認すべきだったが、確認が

されなかったことから改善が必要である。 

 

【問題点】 

・事業部対策本部長（原子力防災管理者）

の指示事項の定期的な確認ができなか

った。 

【原因】 

・行動規範（ガイドライン）に基づき、

本部事務局が事業部対策本部長（原子

力防災管理者）の指示事項の定期的な

確認をすることを定めていたが、本部

事務局で、この運用を管理する役割が

不明確であった。 

【対策】 

・事業部対策本部長（原子力防災管理者）

の指示事項の進捗状況を把握するた

め、「情報管理チーム」を設置し、以

下の運用ルールを定めた。 

①事業部対策本部長の指示事項を管

理。 

②各班の進捗状況を把握。 

③指示を受けた各班の進捗状況を事業

部対策本部で報告。 

【対策の評価】 

・情報管理チームは、以下のとおり活動

した。 

①事業部対策本部長（原子力防災管理

者）の指示事項を漏れなく管理でき

た。 

②各班の進捗状況を漏れなく把握でき

た。 

③指示を受けた各班の進捗状況を事業
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部対策本部内で報告できた。 

・なお、本項目については、１月２９日

に実施する総合訓練においても、対応

できることを確認する。（継続） 

４ 事業部対策本部の全社対策本部へ派遣さ

れた連絡員は、デヂエの操作が分からず、

情報の入手に時間を要したことから改善

が必要である。 

 

【問題点】 

・事業部対策本部の全社対策本部へ派遣

された連絡員は、デヂエの操作が分か

らなかった。 

【原因】 

・連絡員に対するデヂエの操作訓練を継

続的に実施していなかったことから、

操作に不慣れであった。 

【対策】 

・連絡員に対するデヂエ操作訓練を実施

した。 

【対策の評価】 

・本訓練では、全社対策本部を模擬とし、

連絡員を実際に派遣し、デヂエ操作を

行わなかったことから、１月２９日に

実施する総合訓練において対応できる

ことを確認する。（継続） 

５ 本部事務局は、本部内の発話が聞き取れ

ず、発話内容のデヂエへの入力やホワイト

ボードへの記載ができない場面があり、情

報共有に支障をきたしたことから改善が

必要である。 

 

【問題点】 

・本部内が騒然としている状態となり、

本部事務局が発話内容を聞き取れない

場面があった。 

【原因】 

・行動規範（ガイドライン）に事業部対

策本部内では、報告以外の発言は実施

しない等、発話方法についてあらかじ

め周知したが、一部のプレイヤーにお

いて履行されなかった。 

・本部内の発話が聞き取れない場面にお

いて、静かにするように注意喚起する

等、行動規範（ガイドライン）の履行

を促す役割が定まっていなかった。ま

た、発話が聞き取れずホワイトボード

等の記載ができなくなった旨を誰に報

告すべきか明確でなかった。 

 【対策】 

・本部内での必要な発話の管理役として

副事業部長、工場長が担当する役割を、

行動規範（ガイドライン）に明記した。 

・時系列担当者が発言を聞き取れない際

に、本部説明を中断させることは、現

実的でないため、本部内で議論が活発

化し、本部内が騒然としている状態で

も、情報共有できるように、各班から

事業部対策本部へ報告を行う際に様式



 －９－ 

№ 2017年度総合訓練において抽出した反省事項 問題点の分析と改善活動内容 

化したメモを作成して報告するととも

にコピーを印刷して、時系列担当者を

含む事業部対策本部内の必要な担当者

に配布するフローを行動規範（ガイド

ライン）に明記し、周知を行った。 

【対策の評価】 

 ・発話の管理役は、本部内重要度の低い

報告を後で実施するように指示する

等、本部内での発言を管理できた。 

・本部内が騒然となっている状態でも、

本部事務局の時系列担当者は入手した

連絡報のコピーに基づき、記載漏れな

く時系列を作成することができた。 

・なお、本項目については、１月２９日

に実施する総合訓練においても、対応

できることを確認する。（継続） 

６ 説明資料の入手に時間を要し、ホワイトボ

ードの書き込み作業に遅れが見られたこ

とから、補助資料の入手方法の改善が必要

である。 

 

【問題点】 

・ホワイトボードの書き込み作業に遅れ

が見られた。 

【原因】 

・事業部内で使用した説明資料を、説明

終了後に保管箱に保管する運用とした

が、説明自体に時間を要したことから、

説明資料の入手に時間を要した。 

【対策】 

・書き込み作業の遅れを防止するため、

事業部内で使用する説明資料のコピー

を説明前に保管箱に保管することを行

動規範（ガイドライン）に定め、事業

部対策本部員に電子メールで周知し

た。 

【対策の評価】 

・本部事務局の時系列担当者は入手した

連絡報のコピーに基づき、遅滞なく時

系列を作成することができた。 

・なお、本項目については、１月２９日

に実施する総合訓練においても、対応

できることを確認する。（継続） 

７ 運転管理班は、事業部対策本部に対する重

大事故の現場における対策活動の迅速な

報告、情報共有ができなかったことから改

善が必要である。また、事業部対策本部は、

タイムリーに現場における対策活動の情

報を入手することができず、ＥＲＣ対応室

に対する情報提供が遅滞する場面が見ら

れたことから改善が必要である。 

 

【問題点】 

・運転管理班は、事業部対策本部に対す

る報告、情報共有ができなかった。 

・事業部対策本部は、ＥＲＣ対応室に対

する情報提供が遅滞した。 

【原因】 

・運転管理班は、現場で行われている対

策活動に関する情報を整理し、事業部

対策本部に報告していたが、事象が輻

輳する場面においては、人員が不足し
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て運転管理班内での整理が間に合わな

かった。（ＥＲＣ対応室への情報提供

の遅滞も上記の理由による。） 

【対策】 

・事業部対策本部は、事象が輻輳した場

面においても、重要度に応じた情報を

整理して報告できるように、運転管理

班内で重大事故対策の情報を整理する

部門（運転部日勤班）に対し、応援要

員を派遣することを行動規範（ガイド

ライン）に定め、電子メールで周知し、

個別訓練を実施した。 

【対策の評価】 

・運転部日勤班は、各施設部からの応援

要員と連携して、当直側から入手した

対策情報を整理し、運転部長等に迅速

に情報発信を行えたが、応援要員につ

いて効果的な運用が行えなかった。（詳

細は「１０．今後の原子力災害対策に

向けた改善点」№２参照） 

・なお、本項目については、１月２９日

に実施する総合訓練においても、対応

できることを確認するとともに、ＥＲ

Ｃ対応室に対し、遅滞なく情報提供で

きることを確認する。（継続） 

８ 運転管理班は、事業部対策本部長（原子力

防災管理者）に対し、対策活動における報

告内容の優先順位を整理せず、時系列に沿

った報告をしたため、重要な情報の報告が

遅れる場面があり、改善が必要である。 

 

【問題点】 

・運転管理班は、事業部対策本部長（原

子力防災管理者）に報告する重要情報

の優先順位の整理ができていない。 

【原因】 

・行動規範（ガイドライン）に通報文の

発信前確認、法定通報連絡は最優先事

項であることを定めてあったが、重大

事故対策の進捗状況に関する重要情報

の優先順位は、定めておらず、情報を

時系列的に報告した。 

【対策】 

・重大事故対策の進捗状況の報告は、時

系列的に報告せず、重要情報の進展等

があった場合は、最優先で報告するル

ール等、優先順位を整理することを行

動規範（ガイドライン）に定めた。 

【対策の評価】 

・運転管理班は、行動規範（ガイドライ

ン）どおりに事業部対策本部長（原子

力防災管理者）に報告する際に、重要

情報（ＥＡＬ条件到達の情報）を優先

して報告できていた。 
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・なお、本項目については、１月２９日

に実施する総合訓練においても、対応

できることを確認する。（継続） 

９ 事業部対策本部からＥＲＣ対応室へのＥ

ＡＬの判断に至った経緯、付帯情報（ＥＡ

Ｌ判断のための現場状況、パラメータ等）

が不足したことから改善が必要である。 

 

【問題点】 

・ＥＲＣ対応室へのＥＡＬの判断に至っ

た経緯、付帯情報（ＥＡＬ判断のため

の現場状況、パラメータ等）が不足し

ていた。 

【原因】 

・ＥＡＬ判断速報情報は、ＥＲＣ対応班

による口頭連絡で速報することとして

いたが、ＥＡＬの判断に至った経緯、

付帯情報（ＥＡＬ判断のための現場状

況、パラメータ等）を伝達する運用に

ついては定めていなかった。 

【対策】 

・ＥＲＣ対応班は、ＥＡＬ判断等の速報

情報をＥＲＣ対応室に伝達した後、Ｅ

ＡＬの判断に至った経緯、付帯情報（Ｅ

ＡＬ判断のための現場状況、パラメー

タ等）について、ＥＡＬ判断フロー、

ＣＯＰ資料を入手し、情報提供するこ

とを行動規範（ガイドライン）に定め

た。 

【対策の評価】 

・本訓練では、全社対策本部を模擬とし、

ＥＲＣ対応訓練を実施しなかったこと

から、ＥＲＣ対応班に対する情報提供

を行っていないため、１月２９日に実

施する総合訓練において、対応できる

ことを確認する。（継続） 

10 情報共有ツールの記載事項について、進展

予測、戦略に関する事項が不足していたこ

とから改善が必要である。 

 

【問題点】 

・情報共有ツールの記載事項について、

進展予測、戦略に関する事項が不足し

ていた。 

【原因】 

・現状の情報共有ツールについて、対策

活動の進捗把握を重視した記載となっ

ており、進展予測、今後の戦略に関す

る事項の記載については充実した記載

構成となっていない。 

【対策】 

・情報共有ツールの記載事項を見直し、

進展予測、戦略に関する事項を充実さ

せるため、情報共有ツールに記載する

カテゴリーを追加し、行動規範（ガイ

ドライン）に定めた。 

 



 －１２－ 

№ 2017年度総合訓練において抽出した反省事項 問題点の分析と改善活動内容 

【対策の評価】 

①本訓練では事業部対策本部内で、修正

した情報共有ツールによる対策の効果

の確認を実施した。 

・運転管理班の各施設担当部署は、状況

説明用フォーマットを用いて、重大事

故対策の内容、進展予測、対応（戦略）

を事業部対策本部長（原子力防災管理

者）に不足なく説明することができた

ことから、対策の有効性を確認できた。 

・なお、本訓練は全社対策本部を模擬と

し、ＥＲＣ対応訓練を実施しなかった

ことから、１月２９日に実施する総合

訓練で、ＥＲＣへの説明も含め、情報

の不足がないことを確認する。（継続） 

 

９．訓練の評価 

再処理事業部は、中長期訓練計画に基づき、以下を達成目標とした訓練を実施した結果、い

くつかの課題が確認されたものの、防災対応上の大きな支障となることなく、基本的な対応は

概ねできていたと評価する。 

また、過去の反省事項の改善については、継続的な検討・改善が必要な事項もあったが、事

業部対策本部等の事象判断・情報共有の確認等、対策の有効性を確認できた。 

（１）対策本部における情報共有ができること。 

ａ．事業部対策本部で適切な情報共有ができること。 

・事業部対策本部は、行動規範（ガイドライン）に基づき、重要性の高い報告、連絡   

メモに基づく時系列の作成、本部長指示事項の定期確認および運転管理班内の役割分

担について、適切に情報共有できていたものの、応援要員、ハザードマップの効果的

な運用ができていなかった。  

  [７.（１）①対策組織等の設営訓練] 

（２）通報文作成ができること。 

ａ．適切な通報（時間、内容確認）ができること。 

・事業部対策本部の本部事務局は、警戒事態（ＡＬ）該当事象発生連絡および原災法

第１５条事象（ＧＥ）通報について、事象判断から発信まで手順どおり対応し、目

標１５分以内のところを最大１３分で行うことができた。 

また、警戒事態該当事象発生後の経過連絡について、手順どおり事象が進展したタ

イミングで報告することができたものの、通報文の内容確認について、当直側が作

成した第１報の警戒態勢の判断時刻は、その後の経過連絡にも記載する重要な情報

であったが、緊急時対策所側で内容確認を行わず、経過連絡が作成された。 

 [７.（１）①対策組織等の設営訓練] 

（３）前回訓練等における反省事項に対する対策の有効性が確認できること。 

・「８．前回訓練時の要改善事項への取り組み」参照。 

 

  （４）重大事故対応（蒸発乾固、水素爆発、燃料損傷およびその他漏えい）の知識・技術

の習得、向上ができること。 

・重大事故の対策班は、手順に従い、拡大防止対策および異常な水準の放出防止対策

について、それぞれの目標時間に対して全ての事項が時間内に実施できたものの、防

護装備（酸素呼吸器）の装着について、訓練参加者の一部にマスクの装着状態が悪

く、酸素の消費量が多くなった者が見られた。 
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 [７.（１）②重大事故対応の習熟訓練] 

 

１０．今後の原子力災害対策に向けた改善点  

今回の訓練において、抽出した主な反省事項とその改善活動内容は以下のとおりである。 

№ 今回の訓練において抽出された反省事項 問題点の分析と改善活動内容 

１ 

 

緊急時対策所に参集した本部事務局は、

緊急時対策所の立ち上げ前に、当直側が

作成した第１報（警戒事態該当事象発生

連絡）に記載された警戒態勢の判断時刻

の確認を行わず経過連絡を作成した。 

【問題点】 

・本部事務局は、緊急時対策所の立ち上

げ前に、当直側で作成した第１報の警

戒態勢の判断時刻が、その後の経過連

絡にも記載する重要な情報であった

が、事業部対策本部内で内容確認を行

わず、経過連絡を作成した。 

【原因】 

・当直により、緊急時対策所の立ち上げ

前に発信された通報文の確認（本部周

知を含む）を行う役割が明確となって

いない。 

【対策】 

①通報文作成を行う本部事務局の司会進

行チームの体制を見直し、以下の役割

について、関係者への事前調整を行い、

認識付けを図る。 

・司会進行チームは、当直により先行発

信した通報文がある場合、チームの全

体統括役以降の通報、対策検討に重要

な内容が含まれることから、書画を用

いて事業部対策本部で内容を確認す

る。 

２ 運転管理班（運転部日勤班）の応援要員

を必要以上に派遣する等事象に応じた効

果的な運用ができていなかった。 

【問題点】 

・運転管理班内で運転部日勤班へ各施設

課より運転部日勤班の業務支援および

各施設課への連絡窓口となる応援要員

１名を選出したが、応援要員を必要以

上に派遣する等事象に応じた効果的な

運用ができていなかった。 

【原因】 

・重大事故対応時に情報収集が集中する

運転管理班（運転部日勤班）の応援と

して、各課より応援要員を派遣する体

制としたが応援要員の詳細な作業内容

については検討が十分ではなく、必要

以上の応援要員を参集させるルールに

なっていた。 

・運転部長の負担軽減策として施設情報

や重大事故対策の説明を各施設部長か

ら説明する方針に変更としたことによ

り、施設部から運転部へ提供が必要な

情報が少なくなったこと、また、事故

事象に直接関係がなく、運転管理班（運
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転部日勤者）に情報提供する必要のな

い施設部からも、応援要員を派遣させ

る臨機なルールとなっていなかった。 

【対策】 

・行動規範（ガイドライン）に定めた応

援要員の派遣について、作業内容、要

員数を整理し、以下のとおり見直しを

行い、運転管理班に事前周知を行う。 

①運転管理班は、班内で応援要員を２

名選出し、運転部（日勤班）に派遣

する。 

②運転部（日勤班）の管理担当は、応

援要員に対し、情報メモのコピー、

配布作業の指示を行う。 

③緊急時対策所に参集時、運転部（日

勤班）は、応援要員の管理担当を指

名し、管理担当者は、各課の応援要

員（窓口担当者）の連絡先をホワイ

トボードに記載し、必要に応じ、応

援要員の派遣を依頼する。 

３ ハザードマップについて最初に状況を記

載した以降、進捗に応じた更新やマップ

情報の視覚的に確認できる情報が共有さ

れず、十分な活用がされなかった。 

【問題点】 

・ハザードマップについて、情報入力後

に事業部対策本部内で、構内のどの施

設でトラブルが発生しているかを視覚

的に確認できる情報が共有されず、十

分な活用がされていなかった。 

【原因】 

・各施設部門で確認したハザード情報を

入力して事業部対策本部内で情報共有

することとしたが、情報入力後の本部

内での確認、運用について具体的な方

針を定めていなかった。 

・従来の電子ホワイトボードへの手書き

入力ではシンボルの記載等、統一的な

情報記載に問題が生じた。 

【対策】 

・ハザードマップの運用について、以下

のとおり見直しを行い、本部事務局に

事前周知を行う。 

①本部事務局の情報管理チームが敷地

内の活動状況を管理し本部内で共有

する役割とする。 

②ハザードマップ（グリッドマップ）

を様式化して手書き若しくは本部内

ＰＣで作成し、書画装置等で表示す

る。 

４ 本部内で情報共有するための情報メモに

ついて、運転管理班が作成した情報メモ

【問題点】 

・運転管理班が作成した、情報メモにつ
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は、他の班が内容を理解できず、情報共

有に支障があった。 

いて他の班が内容を理解できない略

語、表現が含まれており判別が困難と

なった。 

【原因】 

・情報メモは重要な項目はある程度様式

化しているが、自由記載欄について記

載のルールがなかった。このため、他

の班が理解できない専門用語を多用し

てしまった。 

【対策】 

・情報メモ（連絡報）の様式を見直し、

自由記載欄を限定（時刻と発言内容の

み）し、可能な限り、チェックボック

ス化することで不要な略語、読みづら

い表現の記載が行われないようする。 

・行動規範（ガイドライン）に様式を反

映し、事業部対策本部員に周知を行う。 

５ 事業部対策本部の大型表示装置につい

て、正面左側の大画面は４分割で表示さ

れているため、ひとつひとつは画面が小

さく良く見えない恐れがある。 

 

【問題点】 

・画面表示の方法について、見にくい状

態で説明が行われた。 

【原因】 

・事業部対策本部の大型表示装置の運用

について、３つある画面毎に表示内容

を割り当てする運用であったが、縮小

表示する画面内容の説明時に拡大表示

する等の詳細な運用については定めて

いなかった。 

【対策】 

・本部事務局の機材操作係と事前調整を

行い、以下の対応を行う事を検討する。 

①縮小画面（４画面）で表示する本部

長指示事項、次回法定通報までの情

報、ＴＶ会議画面等については、担

当者から報告する際には、中央画面

および本部円卓用の液晶モニタに表

示を切り替える。 

②本部事務局の機材操作係は、本部内

の発話者を常に監視し、要請に即時

対応できるよう操作パネルに常時１

名待機する。 

６ 本部内のマイクを使用した発話、発言方

法についてはルール不徹底な面が見られ

たため、本部員の音声が聞き取れない場

面があった。 

 

【問題点】 

・行動規範（本部運用ガイドライン）に

定める本部内での発話時の基本ルール

（本部マイクで発話、発言の際の発言

者の明言等）が不徹底な面が見られる。 

【原因】 

・据え置き式のマイクでは、本部員が発

話する際に、電源の投入忘れや横を向
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いて発話することで、音声がマイクに

入らない等、マイクを使用できていな

かった。 

・行動規範（本部運用ガイドライン）へ

の明記の他、マイク本体への注意表示、

事前練習での注意喚起を行ったが徹底

されなかった。 

【対策】 

・マイクの作動忘れの防止対策として、

据付タイプのマイクを、手持ちのハン

ディマイクに変更した。 

・本部員を対象にした事前練習で、本部

内の発話方法の再周知を行った。 

・本部長から重要事項の発話時に注目、

静粛を目的とした手押しベル（傾注ベ

ル）を設置し、運用を行動規範（ガイ

ドライン）に追加する。 

７ 事業部長からの運転管理班へ指示が出た

際に、受ける運転管理班長側で誰が受け

るか速やかに返答できなかった場面が見

られた。 

【問題点】 

・事業部対策本部長からの運転管理班に

対する指示事項について、対応すべき

運転管理班長（各部長）の判断の遅れ

があった。 

【原因】 

・運転管理班を含む各班の内、班長を複

数名配置している対策班について、対

策班として事業部対策本部長（原子力

防災管理者）の指示を受ける役割分担

が不明確となっていた。 

【対策】 

・副事業部長を含めた本部体制（役割）

の見直しを行い事業部対策本部の各班

を統括する本部員を非常時対策組織が

編成された際、指名（例:運転管理班→

工場長が統括）を行い、統括のもと各

班に対し、細かい指示を与える体制と

する。 

８ 防護装備（酸素呼吸器）の装着について、

訓練参加者の一部にマスクの装着状態が

悪く、酸素の消費量が多くなった者が見

られた。 

【問題点】 

・一部の重大事故対策要員について防護

装備の酸素の消費量が多い者がみられ

た。 

【原因】 

・一部の重大事故対策要員についてはマ

スクの装着状態が悪く、酸素消費量が

多くなった。 

【対策】 

・重大事故対策要員を対象にした、防護

装備の着装訓練時にマスクの装着状態

が悪いと酸素消費量が多くなる問題が



 －１７－ 

№ 今回の訓練において抽出された反省事項 問題点の分析と改善活動内容 

あることを周知し、それを念頭におい

た装備装着を行い、習熟度をあげる。 

 

 

以 上 




